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Ⅰ 地方創生の推進

１ 地方創生・人口減少対策のための財源確保

（２）新型交付金の創設

地方一般財源総額の確保に加え、地方創生の取組みを深化させるための交付

金については、平成28年度の概算要求において国費ベースで1,080億円が計上さ

れたところである。地方創生に係る国交付金については、平成26年度補正予算に

おいて「地方創生先行型交付金」（1,700億円）が措置されたところであるが、

今後、地方創生の具体の取組みが本格化するにあたり、新型交付金に対する地方

の期待が高まっていること、また、政府において新たに「一億総活躍社会の実

現」が基本方針として掲げられたことなどから、その内容や規模について、地方

の意見等を十分に踏まえる形で、補正予算での対応を含めて拡充すべきである。

また、地方創生関連補助金等についても、新たな発想や創意工夫を活かせる

よう、要件の緩和など弾力的な取扱いを行うべきである。

（中略）

併せて、新型交付金に係る地方の財政負担については、地方団体が着実に執

行することができるよう、「まち・ひと・しごと創生事業費」１兆円とは別に、

地方財政措置を確実に講ずるべきである。



《内閣府資料》



Ⅰ 地方創生の推進（続き）

３ 企業版ふるさと納税の創設とふるさと納税の運用

（１）企業版ふるさと納税の創設

平成28年度税制改正において、地方団体が行う一定の地方創生事業に対する企業

の寄附について、現行の損金算入措置に加え、法人税や法人住民税の税額控除の措

置を新たに講じ、地方創生に取り組む地方を応援する制度として「地方創生応援税

制（企業版ふるさと納税）の創設」が検討されている。

「企業版ふるさと納税」については、国、地方団体のみならず企業が寄附を通じ

て地方創生に参画することにより、地方創生を持続可能な取組みとするものであり、

企業による創業地などへの貢献や地方創生に取り組む地方団体のインセンティブと

なると期待できることから、モラルハザードにならないような制度設計に留意して

検討すべきである。なお、具体的な制度設計にあたっては、地方団体の意見を十分

に踏まえるべきである。



○ 平成27年９月 全国知事会地方税財政常任委員会の構成都府県に対して「企業版ふるさと納税」に関するアンケートを実施

○ 委員長県を除く２２団体からの回答結果をとりまとめ

（１）28年度税制改正要望で制度素案が示された「地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）」に対する意見

（２）制度創設の検討にあたって留意すべき点など

・賛成 ４

・制度趣旨や方向性に賛成 １３

・詳細不明でよく分からない ５

・制度趣旨や方向性に反対 ０

・反対 ０

・ 過度な寄附獲得競争や便宜供与などのモラルハザードが生じないような制度設計とすべき

・ 寄附対象事業の認定基準の策定にあたっては、地方の意見を十分に反映し、地方団体の自主性を発揮できるものにすべき

・ 税額控除の対象税目は、法人税(国税)を中心に検討すべき

・ 法人住民税から税額控除する場合は、住民税の「地域の会費」としても性格及び各地方団体の財政力を踏まえた控除限度額

の設定を検討すべき

・ 企業側、地方団体側の双方にとって簡素な寄附手続きとすべき

・ 仮に制度を導入した場合において「本店が所在する地方団体」の事務負担が増大しないように留意すべき

・ 基準財政収入額の算定時には、個人向け「ふるさと納税」と同様に寄附金税額控除額を控除する仕組みとすべき

【賛成、制度趣旨や方向性に賛成】

・民間資金の活用が図られ、地方創生に資する効果が期待

・地方財源の拡充、地方団体間の税財源の偏在是正にも一定の効果

・企業側の社会貢献活動を促進

・企業が地方の取組みに興味を持ち、地方を応援するきっかけづくりを促進

・地方団体間の健全な政策競争の発展が期待

【詳細が不明であり、よく分からない】

・税額控除の上限額や規模、内閣府による寄附対象事業の認定基準が不明

・実質的に地方間で税収を移転する制度であり、地方税の応益原則に反する

（参考）「企業版ふるさと納税」に関するアンケート結果（全国知事会）



Ⅰ 地方創生の推進（続き）

５ 政府関係機関の地方移転

政府関係機関の地方移転について、国は、決定過程の透明性の確保に努める

とともに、結果についての説明責任を果たすべきである。移転に伴う用地の確

保、施設の建設、職員住居の確保など、移転に要する経費については、国にお

いて負担することを原則とし、移転先自治体の負担軽減を図るべきである。ま

た、東京一極集中是正の観点から積極的に移転を進めるべきであり、経済性や

運営の効率性の確保という点を過度に地方に要求することなく、地方移転後の

国の機関としての機能確保などの課題については、国自ら検討を行うべきであ

る。



Ⅲ 税制抜本改革の推進等

１ 社会保障と税の一体改革

（１）低所得者層に配慮した「逆進性」への対応

消費税・地方消費税率の引上げを行う際には、低所得者層ほど税負担が重く

なる「逆進性」が高まるとの指摘があることも踏まえて、十分な配慮が必要で

ある。税率８％への引上げにあたって実施された簡素な給付措置等は暫定的及

び臨時的な措置であることから、今後、①食料品等の生活必需品や特定のサー
ビスへの軽減税率の導入、②その前提としての「インボイス方式」の導入、③

所得税の税額控除と低所得者層への給付金を組み合わせた「給付付き税額控除

制度」等による緩和措置の導入などについて、そのメリット・デメリットを広

く国民に明らかにしたうえで検討すべきである。
なお、軽減税率制度については、（中略）これまで与党の消費税軽減税率制

度検討委員会において、複数の具体的な案が示され、それぞれの課題等につい

て検討が進められているところである。
軽減税率の導入については、対象品目の線引きや区分経理の方式、導入に向

けた環境整備、所要財源の規模など検討を要する課題が多岐に渡るため、その

導入時期については地方の意見も十分踏まえて慎重に検討すべきであり、実際

に導入する際には、地方の社会保障財源に影響を与えることのないよう、代替
税財源を確保する方策を同時に講ずるべきである。



富山県試算

軽減税率を実際に導入する際には、地方消

費税や地方交付税の総額が減少することか

ら、地方の社会保障財源に影響を与えること

のないよう地方税財源を確保する方策が同

時に講じられるべき。

【試算の前提】

・消費税収１％相当：約２．８兆円

・軽減税率の対象：酒類除く飲食料品

（１％あたり減収額6,600億円）

・軽減税率：８％に据置

◎軽減税率導入による減収約▲１兆3,200億円

うち地方分（減収の37.2％）約▲4,900億円

※仮に地方分総額 約１０．４兆円を確保する場合には

地方分割合を３７．２％→３９．０％への引上げが必要

軽減税率導入による税収への影響



Ⅲ 税制抜本改革の推進等（続き）

２ 法人税改革に伴う地方法人課税の見直し

（４）法人事業税の分割基準の見直し

その見直しにあたっては、社会経済情勢の変化に応じた企業の事業活動と行

政サービスとの受益関係を的確に反映させ、税源の帰属の適正化を図るという

観点から検討し、法人の納税事務負担の軽減・簡素化を考慮した上で、より客

観性のある指標とすることを基本とすべきである。なお、分割基準の見直しに

ついては、法人事業税の応益課税の性格を踏まえたものとし、財政調整を目的

として行うべきではない。
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地方税制における税源偏在の是正方策の方向性について （平成25年９月）＜抜粋＞

第５ その他の検討課題
（地方法人課税の分割基準の見直し）

法人事業税の分割基準については、応益性や国の財源保障責任の観点から、財政調整を目的とし
て変えることは不適当であると考えられるが、例えば、以下の点に着目してより客観性のある指標

に変えていくことは望ましい。

・ 法人における管理部門の形態が、事業部制や分社化の導入、アウトソーシングの活用等で多様化・分散化
しつつあること、事業所数基準の導入と趣旨が重複すること等から、平成17年度税制改正において、法人

事業税の分割基準のうち「本社管理部門の従業者数」を２分の１とする圧縮措置が廃止されたことについ

て、どう考えるか

・ 工場における産業用ロボット等の導入により無人化への方向が著しく進んでいることから、例えば「資本

金1億円以上の製造業の工場従業者数」を現行の1.5倍からさらに引き上げるべきではないか

・ 製造業に限らず、非製造業における近年のアウトソーシング化の動きを反映させるべきではないか

これらの課題について、実態を把握した上で、諸外国の制度も参考にして、その他の分割基準の

あり方も含めて今後検討すべきである。

全国知事会
地方税財政
制度研究会

地方法人課税のあり方等に関する検討会報告書 （平成25年11月） ＜抜粋＞

６ その他の検討課題
(１)分割基準・清算基準

地方法人課税の分割は、複数の地方団体に事務所等を有する法人について団体間の課税権を調
整するため、課税標準を分割するものであり、地方消費税の清算は、最終消費地と税収の最終的

な帰属地を一致させるための制度である。
分割基準と清算基準は、これらの趣旨を適切に反映するために設けられているものであり、財

政調整を目的として変更することは適当ではない。

地方財政審議会 設置
座長：神野直彦

東京大学名誉教授



Ⅲ 税制抜本改革の推進等（続き）

３ 車体課税の見直し

（前段略）

自動車取得税の廃止など車体課税の抜本的な見直しにあたっては、都道府県

はもとより自動車取得税の７割が交付されている市町村への影響が大きいこと、

国土強靱化対策など道路の需要は依然として大きいことなどを十分勘案し、自

動車税・軽自動車税の環境性能課税など他の車体課税に係る措置と併せて講ず

ることとされていることを踏まえ、地方団体に減収が生ずることのないよう、

地方団体の意見を踏まえて安定的な代替税財源の確保を同時に図るべきである。

また、平成29年４月に導入予定の環境性能課税については、新たな税制上の仕

組みであること等を踏まえれば、各地方団体における条例の制定や納税者への

周知を含めた実務上の準備等に一定の時間を要することから、平成28年度税制

改正において具体的な制度設計を行うべきである。

なお、自動車税は都道府県の基幹税であり、仮に自動車税の税率を引き下げ

るべきとの議論をする場合には、地方財政に影響を及ぼすことのないよう具体

的な代替税財源の確保を前提として行うべきである。



地方における道路関係費の財源構成 (H２５決算）

都道府県 市町村

（「地方財政状況調査（総務省）」より作成）

富山県試算

※政府・与党において、平成20年12月8日に「道路特定財源の一般財源化等について」が決定され、平成21年度から実施された
（注１）表示単位未満四捨五入の関係で、積上げと合計が一致しない箇所がある
（注２）純計操作のため、都道府県から市町村への普通建設事業費補助金を都道府県決算から控除している



車体関係税収の推移

（注）平成24年度までは決算額、平成25年度は決算見込額（自動車重量税収は決算額）、平成26年度は地方財政計画額（自動車重量税は予算額）、平成27年度は
見込額である。

（単位：億円）

うち
都道府県分計
(Ａ-A’+B)

うち
市町村分計
(A’+Ｃ+Ｄ)

うち自動車
取得税交付金

(A’)

16 26,852 18,470 8,382 4,509 3,170 17,131 1,459 3,753 7,488

17 27,353 18,889 8,464 4,528 3,167 17,528 1,515 3,782 7,574

18 27,119 18,574 8,545 4,570 3,251 17,255 1,573 3,721 7,350

19 26,748 18,461 8,287 4,247 2,960 17,174 1,636 3,691 7,399

20 25,782 17,868 7,914 3,663 2,603 16,808 1,687 3,624 7,170

2,310
（エコカー減税創設）

3,081
（譲与率引上げ）

23 22,534 16,497 6,037 1,678 1,153 15,972 1,804 3,080 4,478

2,104
（エコカー減税継続）

25 22,204 16,304 5,900 1,934 1,374 15,744 1,885 2,641 3,814

948
（税率引下げ、エコカー減税拡充）

1,096
（エコカー減税継続）

年度
自動車
税収(Ｂ)

軽自動車
税収(Ｃ)

＜参考＞
自動車
重量税収
（国分）

21 23,863 6,594 1,585 16,544 6,351

22 22,928 6,239 1,916 1,382 16,155 1,776

24 22,613 6,113 1,464 15,860

26 20,993 15,768 5,225 660 15,480 1,909 2,656 3,870

地方分計(A+B+C+D)
自動車
重量譲与
税収(Ｄ)

自動車取得税収（A）

17,269

16,689

16,500

4,465

1,843 2,806 3,969

1,739 3,270

15,397 1,999 2,585 3,74027 21,077 15,715 5,362 778

H 2 7 税制改正

総 務 省 資 料



Ⅳ 地方の安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保

１ 地方一般財源総額の確保等

（１）地方一般財源及び地方交付税の総額確保

（前段略）

平成28年度の概算要求において、地方一般財源総額は、平成27年度地方財政計画

の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することとし、仮置きの計数としつ

つ、社会保障関係費の増等を踏まえ平成27年度を0.5兆円上回る62.0兆円を確保する

とされた一方、出口ベースの地方交付税総額は16.4兆円で前年度比0.3兆円の減、地

方交付税と臨時財政対策債を合わせた実質的な地方交付税総額は20.8兆円で前年度

比0.4兆円の減とされた。また、歳出特別枠の取扱いについては、予算編成過程で必

要な検討を行うとされた。

平成28年度の地方財政計画の策定にあたっては、このような状況を踏まえ、地方

が責任をもって、地方創生・人口減少対策をはじめ、地域経済活性化・雇用対策、

人づくり、国土強靭化のための防災・減災事業、教育、医療、高齢者対策等の福祉

等の行政サービスを十分に担えるよう、地方の安定的な財政運営に必要な一般財源

総額を確保すべきである。（以下略）

（７）退職手当債の取扱い

退職手当債については、今後も退職手当額が引き続き高水準で推移すると見込ま

れることから、平成27年度までとなっている時限措置を平成28年度以降も継続し、

地方団体の財政運営に支障が生じることがないようにすべきである。
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17.9

社保以外
13.7

投資的経費
11.0

投資的経費
27.2

公債費
13.0

公債費
12.8

その他
5.9

その他
5.1

平成27年度
85.3兆円

平成13年度
89.3兆円

（歳出のピーク

時）

【地方財政計画の推移】 一般行政経費

職員給等

19.8

職員給等

24.6

退

手
2.3

退

手
2.2

社会保障

関係費
23.0

社会保障

関係費
14.2

社保以外
21.9

社保以外
20.6

投資的経費
13.1

投資的経費
23.0

公債費
13.1 

公債費
12.8 

平成25年度
93.2兆円

平成13年度
97.4兆円

【地方財政決算の推移】

▲4.8兆円 ＋8.8兆円 ▲9.9兆円
(注)社会保障関係費は、一般行政経費（単独分）相当分（乳幼児・妊産婦医療費助成、保育料軽減
事業費補助金など地方独自の取組み）を含む。なお、東日本大震災分を除いている。

(注)内訳が公表されていない一般行政経費（単独分）に係る社会保障関係費は、社保以外に算入。

▲16.2兆円＋10.3兆円▲3.4兆円

一般行政経費等

地方財政の現状と課題について

・社会保障関係費が増加する中で、給与関係経費や投資的経費を大幅に削減

従来のような給与
関係経費や投資的
経費の削減などに
よる対応は極めて
困難

地方の安定的な財

政運営に必要な一

般財源総額を確保



【要求の考え方】

○「経済財政運営と改革の基本方針2015」で示された「経済・財政再生計画」を踏まえ、交付団体
を始め地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、平成27年度地方財政

計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保

○地方交付税については、本来の役割が適切に発揮されるよう総額を確保することとし16.4兆円を

要求するとともに、交付税率の引上げを事項要求

○東日本大震災の復旧・復興事業等について、復興・創生期間においても通常収支とは別枠で整理
し、地方の所要の事業費及び財源を確実に確保

【要求内容】

(1) 経済再生に合わせ、リーマンショック後の危機対応モードから平時モードへの切替えを進めていくことを
基本として、地方の税収の動向等を踏まえた一般会計からの別枠の加算（0.1兆円）等を行う。
なお、平成26年度から平成28年度における財源不足を折半で補 するルールに基づき、臨時財政対策特例

加算（0.8兆円）を行う。

(2) 平成28年度において、引き続き巨額の財源不足が生じ、平成8年度以来21年連続して地方交付税法第6条の3
第2項の規定に該当することが見込まれることから、同項に基づく交付税率の引上げについて事項要求する。

(3) 東日本大震災に係る地方の復旧・復興事業等に係る財源の確保については、事項要求とする。

(4) この概算要求は、仮置きの計数であり、経済情勢の推移、税制改正の内容、国の予算編成の動向等を踏ま
え、地方財政の状況等について検討を加え、予算編成過程で調整する。

【上記に基づく概算要求の姿】

○ 地方交付税（地方団体への交付ベース）

16兆4,266億円＋事項要求 （H27 16兆7,548億円）

（H27比 △3,282億円）

（参考）一般財源総額見込み 62.0兆円程度 （H27 61兆5,485億円）

平成２８年度地方交付税の概算要求の概要

（総務省資料をもとに作成）



平成２８年度地方財政収支の仮試算【概算要求時】

（総務省資料をもとに作成）



平成２８年度地方交付税算定基礎【概算要求時】

（総務省資料をもとに作成）



【各論】Ⅱ 地方交付税制度の見直し等

６ 地域医療介護総合確保基金の安定的な確保

地域医療介護総合確保基金は、消費税及び地方消費税の引上げ分が充てられ

る社会保障の充実施策の一つに位置づけられており、地域ごとの実情に応じた

「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構

築」という制度改革の趣旨を踏まえ、その配分にあたっては都道府県の意向を

十分に踏まえるとともに、地域の実情に応じて柔軟に活用できる制度とし、将

来にわたって十分な財源を確保すること。

７ 子どもの医療費助成に係る国民健康保険の国庫負担減額調整措置の廃止等

国では先般、「子どもの医療制度の在り方等に関する検討会」を設置し、子

どもの医療の自己負担のあり方、国保の国庫負担のあり方などについて検討を

開始したが、少子化対策は喫緊の国家問題であり、国の責任において、全ての

子どもを対象にした子どもの医療費助成制度を創設し、子どもの医療費助成に

係る国民健康保険の国庫負担減額調整措置を直ちに廃止すること。


